
（単位：千円）

-1-

令和 7年 2月11日

計

46

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      
原材料費                          

10
11
12
13
15

節

847
3,882 3,848 4,223 4,223

15,654 -3,768
831

375

 300

7,411 8,379 9,553 9,226

50

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-08-06/8010100000/0505 300
自動販売機等電気使用料

名　　　　　　　称
充 当 額

99.0

査定額 増減額

-1,020
31,522
-1,715
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

49.7
7.5

0.1

29.3

0.0
-695

1.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

消防費

消防費 347,076

73,049

077 55,593 70,057 73,049

70,057

現段階出力 段階

-19,209

-19,209 目
的-19,209

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

020

001

33,237

27,611

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

1,429 1,538 2,603 2,369

国庫支出金 県支出金

14,843 19,422

0.0
0

16,185

50 50 0
13.4

33,237

 連結区分３  

自ら工夫改善事業区分３現状で実施

177,021 181,716

非主要

-1,248

68,809 -1,248

31,522

33,237 32,614 31,522

157,812

157,812

157,812

68,809

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-1,715

-1,715

一般会計

政策的経費事業  

55,593

27,611 32,614

常備消防費

０１０８０１０１

消防施設維持管理費

庁舎維持管理費

181,71601

前年当初額 要求額前々年度決算額

181,716347,076

177,021

177,021

消防総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010100000

会計

所属

347,076

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ハード事業継続

31,917
0 0 0 31,222

1,320
300

0



　　　・令和6年度  安全衛生等の観点から空調の修繕には早急に対応し、老朽化に伴う各庁舎の不具合等を優先度の高いもの

　　また、猛暑日の増加により、空調の使用頻度が高くなることで電気料の増加が懸念される。

款

目

020

08

001

　　しかし、物価高騰の影響により修繕料等も上がっていることから、計画を踏まえた上で優先度を考慮する必要がある。

令和 7年 2月11日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３消防施設維持管理費

消防総務課

01

所属

077

庁舎維持管理費事業２

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　災害応急対策の拠点としての機能を適切に発揮できる状態を維持することで、消防の任務を遂行する。
　　　　・目 標 値　災害応急対策の拠点として適切に維持する。

　　　　　　　　　れがあることから、不具合等を早期に発見し、修繕等を実施することで施設等の維持管理に努める。
　　　　　　　　　　安全衛生管理の観点から、庁舎改修、職場環境の改善に努める。

　　西分署を除く4庁舎については老朽化が進んでおり、鶴巻分署では築24年が経過する。今後は配管等の不具合に対応するた
　め、計画的な点検を行う必要がある。

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：31,522千円
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：33,729千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　　　　　　 　から対応する。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・令和5年度  活動拠点としての機能を維持するため、点検等により指摘された箇所は早急に対応する。

　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：33,237千円（通常分31,138千円、共同消防指令センター分2,099千円）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　浄化槽法、水道法、電気事業法、建築基準法、消防法、労働安全衛生法、フロン排出抑制法
　　　　・計　　画　庁舎維持管理計画

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：27,611千円

　　　　・内　　容　消防庁舎及び設備等の維持管理を図り、災害時における災害応急対策の拠点としての機能を適切に発揮
　　　　　　　　　できる状態を確保する。
　　　　・目　　的　消防施設において、老朽化等による不具合の発生は、災害応急対策の拠点としての運用に支障を来す恐

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



款

目

020

08

001

令和 7年 2月11日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３消防施設維持管理費

消防総務課

01

所属

事業２

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・各施設を定期的に点検し、指摘事項については早急に対応することで、施設の維持管理に務める。
　　　・感染症対策を継続的に実施し、消防力の維持に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・令和3年度　契約額  6,775千円

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

　　　・令和4年度　契約額　7,412千円
　　　・令和5年度　契約額　7,411千円

　　　該当なし

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　該当なし

　　　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

事業１

（1） 増減理由
　　　委託料  庁舎清掃委託料の上昇により増額

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　電気使用量の削減を職員に周知するとともに、施設の不具合等を発見した際には、できる限り職員で修繕する。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

077

庁舎維持管理費

-3-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-9-

令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
旅費                            
需用費                           
役務費                           
負担金、補助及び交付金                   

08
10
11
18

節

7
5,791 7,125 6,934 6,775

570 -3
-15

-350

0

124 158 165 165

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
7,616
-361

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

7.5
1.4
2.2

0.0
-361

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

消防費

消防費 347,076

73,049

077 55,593 70,057 73,049

70,057

現段階出力 段階

-19,209

-19,209 目
的-19,209

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

030

001

7,977

6,413

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

93 121 108 106

国庫支出金 県支出金

404 573

0.0
0

590

88.9

7,977

 連結区分３  

事業区分３現状で実施

177,021 181,716

非主要

-1,248

68,809 -1,248

7,616

7,977 7,797 7,616

157,812

157,812

157,812

68,809

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-361

-361

一般会計

政策的経費事業

55,593

6,413 7,797

常備消防費

０１０８０１０１

職員研修費

職員研修費

181,71601

前年当初額 要求額前々年度決算額

181,716347,076

177,021

177,021

消防総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010100000

会計

所属

347,076

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

7,977
0 0 0 7,616

0
0

0



　　　・令和5年度　救急救命士新規養成1名、神奈川県消防学校及びその他研修を計画通り実施した。

　　　【監査】

款

目

030

08

001

　　　・大型自動車運転免許の取得について、職員の自己負担額を軽減させる必要がある。将来的には公費負担を検討すること。

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３職員研修費

消防総務課

01

所属

077

職員研修費事業２

（2） 効果・目標値　
　　　　・効　　果　震災や局地的豪雨等の大規模自然災害や特殊災害等、急速に多種多様化する消防業務に対応するとともに、
　　　　　　　　　職務に対して幅広い見識を持った職員を育成する。
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　 5　ジェンダー平等を実現しよう
                     8　働きがいも、経済成長も

　　　・多種多様化し大規模化する近年の各種災害から、市民の生命、財産を保護するため、専門的な研修は必須であるが実災害
　　　に則した訓練を庁内で実施するには制限が多く、若年層隊員の人材育成を含め、積極的に研修を実施する必要がある。

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　7,977千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　7,616千円
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　7,616千円

　　　・令和6年度　救急救命士新規養成1名、神奈川県消防学校及びその他研修を計画通り実施した。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　6,413千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防組織法、地方公務員法
　　　　・計　　画　秦野市職員づくり基本方針実施計画、秦野市消防計画

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・内　　容　消防職員の専門的研修等の実施
　　　　・目　　的　職員の教養を高め、高度な技術、知識を習得することにより職務遂行能力の向上を図るとともに、消防職員
　　　　　　　　　としての人格及び社会適応能力を身に付ける。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



款

目

030

08

001

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３職員研修費

消防総務課

01

所属

事業２

（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　定し、各研修を2名ずつ減員し計上しているため。

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　  住宅火災警報器の義務化（平成23年）等により、火災出動は減少し、実体験の豊富な職員が多数退職したため、職員の災害

　　　・神奈川県消防学校初任教育及び救急科の入校者を各2名減員し減額

（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　82千円（82千円）
　　　　・内　容　小型車両系建設機械特別教育
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      ・令和6年度は新規職員採用が5名で、県消防学校初任教育及び救急科を5名計上したが、令和7年度は新規職員採用を3名予

　　　　該当なし　

　　対応能力（消火活動、火災調査、報告書類作成等）は、実体験ではなく研修で習得する割合が増え、今後、さらに研修事業を
　　充実する必要がある。

８　その他

　　　　該当なし　
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　　・緊急車両運転技術向上のための研修を実施する。
　　　・ハラスメント防止研修の充実を図る。
　　　・火災消火活動に関わる研修を実施する。

077

職員研修費

-11-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-15-

令和 7年 2月11日

計

2.3675 674

19 20 20 1

674 -1
298 317 237 -61

23,779 20,954 51
1,016 1,196 1,196 180

17,739
665

0
206
675

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

使用料及び賃借料                      
18

節

170
279 351 323 261

3,862 219
359

-90

0

257 816 986 986

20,903

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

29,671
828

100.0

構成比(%)

828
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

13.0
5.0

70.6

3.3

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

55,593 70,057 73,049

70,057

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

08

01

01

消防費

消防費 347,076

市対象外重点ヒアリング 連結区分１

21,569

現段階出力 段階

-19,209

-19,209 目
的

増減額

令和 ７年度 当 初 予 算

050

001

28,843

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

1,641 3,643

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

3,862
110 1,122 1,481 1,481

0.9

自ら工夫改善事業区分３現状で実施

28,843

4.0
0.1
0.8

177,021 181,716

非主要

-1,248

68,809 -1,248

29,671

-19,209

73,049

828

157,812

157,812

157,812

828

 連結区分３  

68,809

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業29,671

 

55,593

21,569 32,638

常備消防費

０１０８０１０１

常備消防事務費

常備消防事務費 28,843 32,638

前々年度決算額

181,716347,076

177,021

177,021

消防総務課

一般会計

査定額 増減額8010100000

会計

所属

347,076 181,71601

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

077

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象

28,843
0 0 0 29,671

0



　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：35,161千円

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・職員の事務改善意識の向上及び消防事務の効率化を図り経費削減に努めている。

款

目

050

08

001

令和 7年 2月11日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３常備消防事務費

消防総務課

01

所属

077

常備消防事務費事業２

　　　　・根拠法令　消防法、労働安全衛生法施行令、秦野市消防吏員階級並びに訓練、礼式及び服制に関する規則、秦野市

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　計画的に貸与品等を更新することで効率的な消防事務の遂行と職員の安全を確保し、災害対応に万全を
　　　　　　　　　期することで、市民の生命・身体及び財産の保護につながる。
　　　　・目 標 値　職員への貸与品更新を計画的に行うとともに、秦野市消防吏員の服装等に関する規程に基づく期間で被

　　　　・目　　的　服制に関する規則に基づき職員に被服等を貸与し、災害現場等において、安全・確実・迅速に活動でき
　　　　　　　　　る環境を整備する。

　　　　　　　 衣の一斉更新
　　・令和6年度　事務消耗品、職員貸与品の更新、新採用職員貸与品の購入及び飲料水等備蓄の再整備

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：21,569千円
　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：28,843千円

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　事務消耗品、職員貸与品の更新、新採用職員貸与品の購入、負担金の執行、 保安帽の更新及び救助隊防火

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：29,671千円

　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

　　　　　　　　　服等の貸与を行う。
　　　　　　　　　　職員一人1週間分の飲料水等を備蓄する。　

（3） 根拠法令・計画等

　　　　　　　　　消防賞慰金条例、消防隊員用個人防火装備に係るガイドライン
　　　　・計　　画　秦野市消防吏員の服装等に関する規程に基づく貸与品更新計画

　　　　・内　　容  消防吏員服制基準に定められた被服等更新及び貸与
                    消防業務賠償責任保険、各種協議会等負担金
　　　　　　　　　　地震等によりインフラが寸断されたことを想定した備蓄等の整備

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-16-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　該当なし

款

目

050

08

001

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

令和 7年 2月11日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３常備消防事務費

消防総務課

01

所属

事業２

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　役 務 費　ドローン購入のため保険料増額

　　・職員の出張に伴う旅費及び有料道路使用料の支出管理
　　・雨衣等貸与品の更新／活動服、救助服及び救急服の仕様等を見直す。

（3） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　・県内消防本部の被服等を調査し、より安全で活動のしやすい仕様を検討する。
　　・退職者から引き揚げた貸与品のうち、使用に耐えるものについては再貸与するなどし、経費削減に努める。
　　・災害対策用備蓄品の整備

　　　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

８　その他

　　・新採用職員へ被服等の貸与
　　・簡易トイレ等の備蓄（使用期限切れのため更新）

　　経過した防火衣等を早急に更新する。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      ・令和3年度　契約額  225千円
　　　・令和4年度　契約額　261千円
　　　・令和5年度　契約額　632千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　・貸与品更新計画は、予算の範囲内で随時見直しているが、消防の任務を遂行する職員の安全を第一に考え、耐用年数の

事業１

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・災害対応する職員の安全を第一に考え、防火衣等の被服を更新する。

　　・退職等で引き揚げた貸与品で使用可能なものを再利用することで経費削減に努めている。
　　・定期的に貸与品等の仕様を見直し、職員の安全を確保するとともに経費削減に努めている。
　　・災害現場において、防火衣等の劣化は重大な事故に直結するため、計画的な更新が必要である。
　　・物価高騰により、計画どおりの予算執行が困難である。

077

常備消防事務費
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消防費
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消防費
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（単位：千円）
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令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
需用費                           
委託料                           
工事請負費                         
備品購入費                         

10
12
14
17

節

6,080
1,626 342 295 266

4,237 2,401
-81

-76

 68,900

38,037 78,320 102,100 84,400

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

22-01-06-01-01/0110250000/0505 68,900
消防施設改修事業債

名　　　　　　　称
充 当 額

22.6

査定額 増減額

0
89,003
8,324
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

4.8
0.1

94.8

0.0
-1,076

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

消防費

消防費 347,076

108,667

079 291,483 106,964 108,667

106,964

現段階出力 段階

-19,209

-19,209 目
的-19,209

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 庁舎（維持補修、普通建設のみ）　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

030

001

80,679

42,109

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

1,132 181 120 100

国庫支出金 県支出金

1,315 1,836

77.4
9,400

6,152

0.3

80,679

 連結区分３  

事業区分３見直して実施

177,021 181,716

非主要

-17,961

89,003 -17,961

89,003

80,679 108,667 89,003

157,812

157,812

157,812

89,003

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

8,324

8,324

一般会計

政策的経費事業  

291,483

42,109 108,667

消防施設費

０１０８０１０３

消防施設維持補修事業費

消防施設維持補修事業費

181,71601

前年当初額 要求額前々年度決算額

181,716347,076

177,021

177,021

消防総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010100000

会計

所属

347,076

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ハード事業継続

21,179
0 68,900 0 20,103

0
0

59,500



　　　・令和7年度予算　事業費（進捗率）：　 89,003千円 消防本部庁舎ＬＥＤ照明改修工事、消防本部庁舎仮眠

　　　　　　　　 　消防本部非常用自家発電設備整備等
　　　・令和6年度　消防本部庁舎空調換気設備等（感染対策設備）更新工事　

款

目

030

08

001

　　　・令和5年度　消防署鶴巻分署空調設備更新工事（仮眠室以外）、消防署大根分署内装等改修工事

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３消防施設維持補修事業費

消防総務課

03

所属

079

消防施設維持補修事業費事業２

　　　　・計　　画　秦野市総合計画、秦野市公共施設再配置計画、秦野市公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　予防保全により重大な故障及び機能不全を防止し、災害拠点としての機能を維持するとともに計
　　　　　　　    画的に改修等を行うことで予算の平準化に努め、消防施設の耐用年数を延伸させる。
　　　　・目 標 値　複雑かつ多種多様化し、更に大規模化する災害に対する活動の拠点となる消防施設を、適切かつ

　　　　・ＳＤＧｓ 　5　ジェンダー平等を実現しよう
　　　　　　　　　 　7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

　　　・令和5年度決算　事業費（進捗率）：　 42,109千円 消防署鶴巻分署空調設備更新工事（仮眠室以外）
                                          消防署大根分署内装等改修工事、消防本部非常用自家発電設備整備等
　　　・令和6年度予算　事業費（進捗率）：　 80,679千円 消防本部庁舎空調換気設備等（感染対策設備）更新工事　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防本部庁舎高圧ケーブル及びＰＡＳ更新工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　室個室化改修工事
　　　・令和8年度以降　事業費（進捗率）：　135,800千円 消防本部庁舎旧指令室等改修工事、南分署仮眠室個室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化改修工事、鶴巻分署外壁防水工事、消防本部庁舎給排水設備更新工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  大根分署、南分署及び鶴巻分署ＬＥＤ照明改修工事

　　　　　　　　    11　住み続けられるまちづくりを

　　　・全体計画　             事業費　：

　　　　　　　  　長期的に維持管理する。

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・内　　容　消防施設の維持補修及び改修等を実施する。
　　　　・目　　的　災害活動の拠点となる消防施設において、施設の老朽化等による不具合の発生は、災害活動の効
　　　　　　　　　率的な運用に支障を来たす恐れがあることから、計画的に改修等を実施する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
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令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010100000

事業３消防施設維持補修事業費

消防総務課

03

所属

事業２

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　需　用　費　施設の老朽化のため修繕費用が増額
　　　工事請負費　総合計画位置付け事業の消防本部庁舎ＬＥＤ照明改修工事、消防本部庁舎仮眠室個室化改修工事を　　　

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    　・消防本部庁舎ＬＥＤ照明改修工事

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

　　　の個室化を進め、クラスターを防止する。
　　　
８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　該当なし　
（3） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　　該当なし

　　　・消防本部庁舎仮眠室個室化改修工事

　　　・消防庁通知『感染症に備えた消防本部等の業務継続のための施設及び設備の整備について』に基づき、仮眠室

　　　　　　　　実施するため。
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　需　用　費　契約額　令和3年度 1,101千円、令和4年度 1,190千円、令和5年度 1,315千円
　　　工事請負費　契約額　令和3年度37,429千円、令和4年度21,116千円、令和5年度38,037千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・各消防施設の点検確認を定期的に行い、修繕の必要箇所を早期に発見し、継続的に維持管理を行う。

事業１

    　・職場環境整備のため、仮眠室等の個室化など、感染症対策を早急に実施する必要がある。
　　　・女性活躍推進のため、女性職員が働きやすい施設に改修する必要がある。

　　　　　　　　 　消防本部庁舎高圧ケーブル及びＰＡＳ更新
　　　　　　　　 　大根分署、南分署及び鶴巻分署ＬＥＤ照明改修工事

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

079

消防施設維持補修事業費
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